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食品等のリコール情報の報告制度の概要
○ 事業者による食品等のリコール情報を行政が確実に把握し、的確な監視指導や消費者への情報提
供につなげ、食品による健康被害の発生を防止するため、事業者がリコールを行う場合に行政への届
出を義務付けた。令和3年6月1日から施行。

営業者

都道府県等

厚生労働省

流通食品の食品衛生法違反又は
そのおそれを探知し、リコールに着手

国 民

報告

自主回収情報（例）

名称 ○○○

賞味期限 ○年○月○日

営業者 （株）厚生労働

自主回収
の理由

腸管出血性大腸菌０１５７の
検出

危害発生
の状況

下痢、嘔吐等 （その他、過
去に重症化し死亡事例があ
る）

画像 －

・・・・ ・・・・・・・

リコール情報を届出（システムに入力）

公表

【報告対象】

【適用除外】
食品衛生上の危害が発生するおそれがない場合と

して厚生労働省令・内閣府令で定めるときを除く。

 当該食品等が不特定かつ多数の者に対して販
売されたものでなく、容易に回収できることが明ら
かな場合

（例）地域の催事で販売された焼きそばについて、催事場内での告
知等で容易に回収が可能な場合 等

 当該食品等を消費者が飲食の用に供しないこと
が明らかな場合

（例）・食品等が営業者間の取引に留まっており、卸売業者の倉庫
に保管されている場合

・食品等が消費期限又は賞味期限を超過 している場合 等

（１）食品衛生法に違反する食品等

（２）食品衛生法違反のおそれがある食品等

（監視指導への活用）
・データ分析
・改善指導
・他の商品への拡大の有

無等の確認

（消費者への情報提供）
・速やかな情報確認
・該当品の喫食防止
・回収協力

法第59条の廃棄・回収命令の対象と同じ範囲であること。

違反食品等の原因と同じ原料を使用している、製造方法、
製造ラインが同一であることで汚染が生じている等とし
て営業者が違反食品等と同時に回収する食品等をいう
こと。
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【食品等リコール報告制度の対象範囲】
①食品衛生法に違反する食品等
②食品衛生法違反のおそれがある食品等

○喫食により重篤な健康被害又は死亡の原
因となり得る可能性が高い場合
（主に食品衛生法第6条に違反する食品等）

（例）
・腸管出血性大腸菌に汚染された生食用野菜、
ナチュラルチーズなど加熱せずに喫食する食品
・ボツリヌス毒素に汚染された容器包装詰食品
・アフラトキシン等発がん性物質に汚染された食品
・シール不良等により、腐敗、変敗した食品
・有毒魚（魚種不明フグ、シガテラ魚等）
・有毒植物（スイセン、毒キノコ等）
・硬質異物が混入した食品（ガラス片、プラスチック
等）

○喫食により重篤な健康被
害又は死亡の原因となり得
る可能性が低い場合

（例）

・一般細菌数や大腸菌群などの成
分規格不適合の食品

CLASSⅠ CLASSⅡ

【リコール食品等のクラス分類】

○喫食により健康被害の可能
性が、ほとんど無い場合

（例）
・添加物の使用基準違反食品
・残留基準に違反する野菜や果物の
うち、その摂取量が急性参照用量
を
超えないもの

CLASSⅢ

食品等のリコール情報の報告制度のクラス分類

基本的にClassⅡに分
類

重篤な健康被害発生の可
能性等を考慮し、ClassI
への分類を判断

重篤な健康被害発生の可
能性等を考慮し、ClassⅢ
への分類を判断
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食品等のリコール報告制度の創設に関するQ&A（抜粋）
令和３年５月31日付け事務連絡

問２ 製造者と販売者が異なる食品の自主回収の届出を行う場合にあって、
その届出を行う主体は、製造実態に関する情報を持つ製造者か、販売実
態に関する情報を持つ販売者か、いずれが適当か。

○ 製造者、販売者に限定するものではなく、発生した食品等の自主回収につい
て、最も効率的に回収できる事業者が責任をもって当該事業者を管轄する保健
所長等に届出をしてください。

問５ 食品等の自主回収を行った場合の管轄保健所への届出は、オンラインが原
則になるのか。

○ 届出の方法については、政府全体として業務の効率化の観点からデジタル手続きの
推進を図っていること及び速やかに事案を公表しリコール対象食品等を喫食することによ
る健康被害の発生を未然に防止するため、オンラインによる届出を原則としています。また、
保健所等に紙で届出された場合は、各保健所等で入力し、国に対してオンラインによる報
告をお願いします。
（参考）リーフレット：https://www.mhlw.go.jp/content/000781907.pdf
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問７ 施行通知において健康への危険の程度の分類（CLASS分類）が示されているが、そ

れ以外の事例についても示してほしい。特に、意図しないカビの混入によるカビの発生
や異物の材質形状など判断に迷うところであることから、見解を示してほしい。

○ 微生物の混入により意図しないカビが発生した食品については、法第6条違反に該
当するため、法第58条に基づく報告制度の対象となる食品の範囲となります。

○ また、異物が混入している事案については、異物の材質形状を一律に示すことは困
難なため、健康被害が発生している事案又は、「「食品等事業者団体による衛生管理計
画手引書策定のためのガイダンス」の一部改正について」（平成29年６月22日付け生食
監発0622第１号）の別紙２｢食品分類ごと各段階における異物混入事例（健康被害発生
事例）｣を参考に、そのおそれがある事案を同様の報告制度の対象と想定しています。

問９ リコール食品等の情報を公表することとなっているが、どこで確認することができる
のか。また、公表する目的は何ですか。

○ 食品等のリコール情報は、各自治体から報告された情報を一覧化し、厚生労働省の
ホームページ（https://ifas.mhlw.go.jp/faspub/_link.do）にて公表します。

公表は、リコール対象食品等を喫食することによる健康被害の発生を未然に防止するた
めに、速やかに事案を公表することとしています。なお、公表にあたっては、喫食した場
合のリスクの程度に応じ、CLASS分類し分かりやすい情報発信に努めることとしています。

食品等のリコール報告制度の創設に関するQ&A（抜粋）
令和３年５月31日付け事務連絡
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一般名称 商品名（例） 原因（例） 件数

その他の食料品
わさび茶漬け、ふりかけ、 ヨウ素化塩の使用

63
ビーフカレー アレルゲン表示の欠落（卵）

弁当 鮭のり弁当 アレルゲン表示の欠落（乳） 12
水産加工食品 畝須ベーコン 亜硝酸根の過量残存 12
農産加工食品 ひよこ豆 残留農薬基準値の超過 9

清涼飲料 島サイダー 硬質異物の混入 9

加工魚介類 カキフライ
アレルゲン表示の欠落（卵、
乳）

9

加工肉製品 夏ゴボウ餃子 硬質異物の混入 9
天ぷら むきえびのかき揚げ アレルゲン表示の欠落（卵） 8

食品表示法関係 226

食品衛生法関係 184

食品衛生法違反、食品表示法違反関係 2

総計 412

食品等リコール公表事案件数

主な食品等リコール公表事案

（2021年10月12日時点の速報値）
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（参考）法第58条における共同命令への委任事項

改正法における自主回収届出における規定

第58条 営業者が、次の各号のいずれかに該当する場合であつて、その採取し、製造し、輸入し、加工し、若しくは販売した食品若しくは添
加物又はその製造し、輸入し、若しくは販売した器具若しくは容器包装を回収するとき（次条第１項又は第２項の規定による命令を受けて
回収するとき、及び食品衛生上の危害が発生するおそれがない場合として厚生労働省令・内閣府令で定めるときを除く。）は、厚生労働

省
令・内閣府令で定めるところにより、遅滞なく、回収に着手した旨及び回収の状況を都道府県知事に届け出なければならない。
一 第６条、第10条から第12条まで、第13条第２項若しくは第３項、第16条、第18条第２項若しくは第３項又は第20条の規定に違反し、又
は違反するおそれがある場合

二 第９条第１項又は第17条第１項の規定による禁止に違反し、又は違反するおそれがある場合

② 都道府県知事は、前項の規定による届出があつたときは、厚生労働省令・内閣府令で定めるところにより、当該届出に係る事項を厚生
労働大臣又は内閣総理大臣に報告しなければならない。

※ 営業者が届出をせず、又は虚偽の届出をした場合、法第85条第３号により罰則（50万円以下の罰金）の対象
※ ここでいう都道府県知事には、法第76条に基づき保健所設置市及び特別区長が含まれる。

食品衛生法第58条第１項に規定する食品衛生上の危害が発生するおそれがない場合等を定める命令
（令和元年内閣府令・厚生労働省令第11号）

（１） 食品衛生上の危害が発生するおそれがない場合として自主回収報告の対象外とするとき（共同命令第１条）

（２） 営業者から都道府県知事に対する届出手続（共同命令第２条～第４条）

（３） 都道府県知事から厚生労働大臣又は内閣総理大臣に対する報告手続（共同命令第５条）

共同命令において
以下の内容を規定
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（参考）報告対象から適用除外される場合（共同命令第１条関係）

（食品衛生上の危害が発生するおそれがない場合）
第１条 食品衛生法（昭和22年法律第233号。以下「法」という。）第58条第１項に規定する食品衛生上の危害が発生するおそれがない場
合として厚生労働省令・内閣府令で定めるときは、営業者が採取し、製造し、輸入し、加工し、若しくは販売した食品若しくは添加物又は
製造し、輸入し、若しくは販売した器具若しくは容器包装（以下「食品等」という。）の回収に着手する時点において次の各号のいずれか
に該当する場合とする。
一 当該食品等が不特定かつ多数の者に対して販売されたものでなく、容易に回収できることが明らかな場合
二 当該食品等を消費者が飲食の用に供しないことが明らかな場合

○ 共同命令第１条各号の具体例は以下のとおり。

第１号 当該食品等が不特定かつ多数の者に対して販売されたものでなく、容易に回収できることが明らかな場合

・ 地域の催事で販売された焼きそばについて、催事場内での告知等で容易に回収が可能な場合

・ 部外者が利用しない企業内の売店で販売された弁当であって、館内放送等で容易に回収が可能な場合

・ 通信販売により会員のみに限定販売されている食品であって、顧客に対して個別に連絡することで容易に回収が可能な場合

第２号 当該食品等を消費者が飲食の用に供しないことが明らかな場合

・ 食品等が営業者間の取引に留まっており、卸売業者の倉庫に保管されている場合

・ 食品等が消費期限又は賞味期限を超過している場合（注：期限として不当に長期の期間を表示した場合を除く。）

○ 上記各号に該当し、届出対象とならない場合であっても、極めて毒性の強い食品（※）の回収情報については、消費者安全の観点か
ら消費者に情報提供されることが望ましく、営業者においては任意の届出を行うとともに、営業者自ら消費者への情報提供に努めてい
ただきたい。
（※） 店頭に並ぶ前に回収された処理が不十分なフグ刺し、ニラと誤認されて販売されたもののただちに回収されたスイセン等

○ 回収に先立ち取扱いに疑義がある場合は、最寄りの保健所等に御相談いただきたい。

○ なお、食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第19号）の趣旨に鑑み、食品衛生上の危害の発生のおそれがない食品
まで、むやみに自主回収し、無駄に廃棄することがないよう、回収の必要性や回収範囲について、十分検討していただきたい。 8



（参考）営業者の具体的な届出手続（共同命令第２条～第４条）
（食品等の回収の届出事項）
第２条 営業者は、食品等の回収について法第58条第１項の規定による届出をしようとするときは、回収に着手した後、遅滞なく、次に掲
げる事項を届け出なければならない。
一 営業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地）
二 営業者が回収の事務を他の者に指示し、又は委託した場合には当該者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事

務所の所在地）
三 当該食品等の商品名及び一般的な名称、当該食品等に関する表示の内容その他の当該食品等を特定するために必要な事項
四 当該食品等が法第58条第１項各号のいずれかに該当すると判断した理由
五 当該食品等の回収に着手した時点において判明している販売先、販売先ごとの販売日及び販売数量
六 当該食品等の回収に着手した年月日
七 当該食品等の回収の方法
八 当該食品等が飲食の用に供されたことに起因する食品衛生上の危害の発生の有無

（変更の届出）
第３条 営業者は、前条各号に掲げる事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。ただし、
軽微な変更については、この限りではない。

（食品等の回収の終了の届出）
第４条 第２条の規定による届出をした営業者は、食品等の回収が終了したとき（当該営業者が回収の事務を他の者に指示し、又は委託
した場合にあっては、回収が終了したことを確認したとき）は、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

○ 共同命令第３条にいう「軽微な変更」とは、届出内容の記載ミス、タイプミス、変換ミス等であって、食品等の回収に関して支障を来さ
ない程度の変更内容を指す。

○ 届出先となる都道府県知事は、本社などの主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事に限られず、例えば、自主回収を担当す
る品質管理部門が別の都道府県にある場合、当該部門を管轄する都道府県知事に対して届け出て差し支えない。

○ 届出に当たっては、実際に回収に当たる担当者の氏名・連絡先や必要に応じて製造所の情報に関しても申告いただきたい。

○ 届け出られた情報は、保健所等において危害度に応じてクラス分類され、国のオンラインシステムを通じて公表

○ 本制度の施行日（令和３年６月１日）に既に着手されている回収行為については、法第58条に基づく届出の対象とならない。
ただし、令和３年６月１日以前に着手している自主回収であっても、食品衛生法違反となるような事例に関しては、オンラインシステム
を通じて任意の届出を行うことが望ましい。 9


